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第３章 2017 年から 2018 年にかけての各地域の経済動向 

 

 本章では、2017 年から 2018 年にかけて、各地域の経済動向を振り返る。まず、景気ウ

ォッチャー調査を通じて、各地域における特徴的な出来事が景況感にどのような影響を

与えてきたかを概観する。次に、各地域の生産、消費、雇用やその他地域経済にとって特

徴的な出来事とともに確認する。最後に、景気ウォッチャー調査のテキストデータを用

いた分析方法の調査研究について紹介する。 

 

（１） 景気ウォッチャー調査からみた各地域の景況感 
 ここでは、景気ウォッチャー調査の現状判断ＤＩ（季節調整値）の推移を中心に、2017

年後半以降、各月の景況感の変化を、各地域での特徴的な出来事などとともに振り返る。 

 2017 年７月に 49.7 であった現状判断ＤＩは秋にかけて上昇を続け、11 月には、消費

税率引き上げ直前となる 2014 年３月以来の水準である 54.1 まで上昇した。その後、12

月にはほぼ横ばいであったものの、翌 2018 年１月に前月差▲4.0 ポイント低下の 49.9 と

低下し、その後、低下と上昇を繰り返し 2018 年 10 月には 49.5 となっている（第３－１

－１図）。以下では、特徴的な出来事があった月について記載する。 

 2017 年７月には、九州北部豪雨が発生し、その影響もあり、全国では、前月差▲0.1 ポ

イントであったが、九州地域では前月差▲3.4 ポイントとなった。九州地域では、翌８月

には、前月差＋2.9 ポイントとなり、豪雨の影響によるＤＩ低下分をほぼ取り戻した。 

 2017 年 10 月には、現状判断ＤＩ（全国）は前月差＋0.9 ポイントだったが、分野別で

は、飲食関連が同▲6.0 ポイントと大幅に落ち込んだ。これは、週末に台風が直撃し、天

候不順が影響したことなどで人出が減少したといった指摘もあった。飲食関連は、翌月

には前月差＋7.3 ポイントと前月の落ち込みを取り戻すとともに、現状判断ＤＩも前月

差＋2.1 ポイントと更に上昇した。 

 2018 年１月には、前月差▲4.0 ポイントと大幅な低下となり、また、全分野、全地域

で低下となった。背景としては、大雪や寒波などの天候要因による来客の減少や、野菜

を含む生鮮食品価格の高騰、灯油・ガソリン等の燃料価格の上昇があげられる。特に、平

年と比べて降雪量の多かった東北、関東、甲信越、北陸、九州といった地域では、全国と

比べて現状判断ＤＩの低下幅が大きいという傾向がみられた。翌２月には、北陸地域で

豪雪被害が生じ、景気ウォッチャーのコメントでも言及が多数みられたが、ＤＩの低下

幅は▲1.8 ポイント低下と限定的で、生産にはあまり影響がなかったというコメントも

みられた。 

 2018 年５月には、前月差▲1.9 ポイントと低下した。現状判断ＤＩが低下した背景に

ついて、低下幅の大きかった家計関連の回答者のコメントでは、大型連休中の客足の伸

び悩み、身近な生活用品（飲食料品、ガソリン等）の値上げによる影響、人手不足や原燃
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料費増による収益圧迫、国際政治情勢や金融市場の不透明感などが指摘された。 

 2018 年６月には、大阪北部地震が発生したが、近畿地域の現状判断ＤＩは全国の上昇

幅を上回っており、コメントでも影響は限定的であったことがうかがえる。 

 2018 年７月には、平成 30 年７月豪雨の影響が広範囲にわたってみられた。全国は前月

差▲1.5 ポイント程度の低下であったが、特に被害の大きかった中国地域（前月差▲6.5

ポイント）、四国地域（同▲5.6 ポイント）での低下が大きかった。現状判断の回答者の

うち、中国地域では42.2％が、四国地域では20.9％が何らかの形で豪雨に言及するなど、

影響が大きかったことがうかがえる。翌８月調査では、中国地域は前月差＋3.7 ポイン

ト、四国地域は＋5.7 ポイントとなり、中国地域でも半分以上は下落幅を戻している。翌

９月調査では、中国地域は前月差＋2.5 ポイントとなり、おおむね被災前となる６月と同

程度の水準までＤＩが上昇した。 

 2018 年９月には、台風 21 号（９月４日上陸）の被害により、関西国際空港が一時閉鎖

されたことや北海道胆振東部地震（９月６日発災）及び地震による停電の影響がみられ

た。全国的には前月差▲0.1 ポイント程度とほぼ横ばいであったが、北海道地域では前月

差▲11.6 ポイント、近畿地域では▲0.8 ポイントとなり、特に北海道で現状判断ＤＩの

大幅な低下がみられた。両地域ともに、外国人観光客の多い地域であることから、旅行・

観光への影響の他、生産・生活面の影響がみられた。 

 直近の 2018 年 10 月調査では、2018 年７月以降の累次の災害の影響も弱まり、天候も

安定したことから、前月差＋0.9 ポイントの 49.5 となった。また、北海道地域の現状判

断ＤＩは前月差＋5.7 ポイントの 41.8 となり、９月に北海道胆振東部地震の影響で低下

した幅の半分程度を戻している。 
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第３－１－１図 景気ウォッチャー調査（現状判断ＤＩ、先行き判断ＤＩの推移） 

  

（備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」より作成。 

 

第３－１－２図 2017 年から 2018 年にかけての主な災害 

  

（備考）気象庁公表資料等より内閣府作成。  
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